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学齢児 成人（青壮年期、中年期） 高齢者妊産婦・乳幼児

栄養

課題

若い女性のやせ・貧血

低出生体重児

食物アレルギー「

小児肥満、偏食

食物アレルギー

メタボリックシンドローム肥満、

高血圧、糖尿病

脂質異常症

フレイル、認知症

口腔機能低下と低栄養

生活習慣病の重症化

個人の
ライフステージ

傷病者（医療・介護分野における管理栄養士による栄養管理、栄養食事指導）

被災者（被災者への栄養管理）

介護予防・フレイル対策

地域包括ケアシステム

配食ガイドライン

健康診査・保健指導

特定健診・保健指導
栄養教諭制度

学校給食

健やか親子21（第2次）

成育基本法

妊娠前からの食生活指針

授乳・離乳支援ガイド

栄養
政策

健康日本21（第2次）の推進、食育の推進、「食事」を中心とした栄養政策

全ライフコースの栄養状態改善・維持に管理栄養士が関与
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誰一人取り残さない栄養施策
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（出典）厚生労働省健康局健康課栄養指導室調べ

前年度より、267名増加

全国の行政栄養士数の推移

総数

市町村（1,639）

都道府県・保健所設置市・

特別区（155)/保健所（355)
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地域のネットワークの強化と連携体制の構築

成果のみえる栄養施策の推進と体制整備

○生活習慣病の発症予防、重症化予防の徹底

○次世代の健康、高齢者の健康等の増進 ○地域包括ケアシステムの構築

○食を通じた社会環境の整備 ○地域の栄養ケア等の拠点整備

自治体の保健・医療・福祉等の目指す姿の実現に 最大限の力を発揮できる行政栄養士

国民の健康寿命の延伸 及び健康格差の縮小の実現に貢献

○地域の健康・栄養課題の明確化とPDCAサイクルに基づく施策の推進

●地域診断から優先的な健康・栄養課題の抽出 ●施策の企画立案、実施、評価、モニタリング

○組織体制の整備及び高度な人材育成

●行政栄養士の能力が発揮できる適切な配置 ●人材育成ガイドに基づく現任教育 ●定員増

□住民が主体的に健康づくり活動へ参画しやすい環境の整備

□保育所、学校、地域等と連携した食育推進ネットワークの構築
□職域と連携した生活習慣病の発症予防、重症化予防の体制整備
□保健、医療、福祉及び介護領域等と連携した地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築と地域栄養ｹｱ体制整備（同職種、他職種連携）

□飲食店や食品等事業者と連携した食を通じた社会環境の整備
□新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽをはじめとする感染症や災害など健康危機管理に対応できる食支援体制の整備

行政栄養士の将来ビジョン概念図
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• 行政栄養士は配置数が少なく、1人配置である場合も多い。
個人の資質が地域の栄養改善活動の成否に強く影響する。

• 各所属に1人配置となると人材育成も難しく、人事的に評価されに
くく、結果、複数配置が進まないという悪循環に陥る場合も多い。

• 限られた人数、限られた財源の中、人員増は困難。
現有人材（戦力）をいかに活かすかが重要である。

行政栄養士の人材育成に関する現状と課題を把握する

新たな人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開発する

研究背景

5



調査概要

調査時期 令和2年11月

調査対象
都道府県本庁（47）、保健所設置市（85）、特別区（23）
衛生主管部局の行政栄養士（全155自治体）

調査方法 質問紙調査（郵送配布、電子ﾒｰﾙ・FAX・郵送による回収）

調査内容
⚫行政栄養士の配置状況、年齢構成、職位、採用制度等
⚫人材育成に関わるﾏﾆｭｱﾙや研修体制、ｼﾞｮﾌﾞﾛｰﾃｰｼｮﾝ、
大学院進学支援制度、昇任試験、人事交流制度等

調査結果

自治体区分 対象数 回収数 回収率

都道府県本庁 47 40 85.1%

保健所設置市 108 62 72.9%

特別区 23 13 56.5%

計 155 115 74.2%

回収数・回収率
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各自治体における行政栄養士配置状況

※ここでの人口は、令和2年1月1日住民基本台帳人口・世帯数を参照している。
9

配置状況
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年齢階級別

配置状況
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通算勤務年数別

配置状況



通算勤務年数別 自治体区分別 行政栄養士配置状況・全数・平均値（人）
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38都道府県 平均17.55人 59保健所設置市 平均14.42人 11特別区 10.55人

都道府県 特別区保健所設置市

配置状況
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行政栄養士の職位区分と経験年数

■経験年数による職位区分や職位名称は、都道府県・保健所設置市・特別区ともに自治体
でかなりバラツキがあった。

■初任の職位（技師・主事・職員等）については、都道府県では経験年数が10年未満として
いる自治体が多かった。保健所設置市及び特別区でも、経験年数が10年未満としている
自治体が多かったが、10年を超える自治体（最長30年）も一部に認められた。

■中堅職は、経験年数が10～20年が多かったが、25年を超える自治体も認められた。
■管理監督職は、経験年数のバラツキが大きく、管理監督職が不在の自治体も多く認めら
れた。
各自治体における行政栄養士の配置人数や、昇任試験制度等も関連していると推察する。

配置状況

都道府県における

職位区分とおおよその経験年数

38自治体、647人
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行政栄養士の異動範囲

現在の行政栄養士採用制度

配置状況
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行政栄養士の人材育成のためのﾏﾆｭｱﾙやｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定状況

行政栄養士の人材育成のためのﾏﾆｭｱﾙやｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定時期

人材育成体制

41自治体（35.7%)
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策定メンバー

（都道府県）

人材育成体制
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策定メンバー
（保健所設置市）

策定メンバー
（特別区）

人材育成体制
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ﾏﾆｭｱﾙの位置づけ

ﾏﾆｭｱﾙを活用する人

人材育成体制
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ﾏﾆｭｱﾙ対象時期

ﾏﾆｭｱﾙを活用、運用するための体制整備

人材育成体制

41自治体

65.9%

41自治体

31.3%
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人材育成体制

■行政栄養士の計画的な採用や配置がなく、体系的な人材育成やOJTの実施体制確保が困難

■保健所設置市や市町村との連携が困難（都道府県回答）

■既に人材育成のためのマニュアルやガイドラインが策定されている自治体でも、他職種や外部
の有識者等が関わらない状況下で取りまとめられているなど、具体的な内容やその質について
客観的な評価が得られているのか等、不安に感じる。

■同職種者の定員少ないことから、職種としての専門性を誰がどのようにして育成するのか、また、
自治体によっては、異動分野が広く、トータルとしての経験年数と分野ごとでの経験年数に職位
を考慮した人材育成のあり方についても考慮しなければならないと考察される。

ﾏﾆｭｱﾙ運用上の課題

78.0%

41自治体
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ﾏﾆｭｱﾙは行政栄養士業務指針（厚労省H25.3）に沿っているか 人材育成体制

41自治体
85.4%
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人材育成状況の評価方法

評価方法

人材育成体制

68.3%

41自治体



23

人材育成に関する研修会 人材育成体制

研修実施率53%

都道府県・保健所設置市・特別区（61自治体）
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①新任期（行政経験年数概ね3年未満）（年間2回程度）
行政栄養士業務指針、自治体計画、PDCAｻｲｸﾙに基づく事業企画・実施・評価等

②中堅期（年間１～3回程度）職位や経験年数に応じ、役割、事業企画と評価、人材育成等に関する内容
③管理期（年１回程度）管理者としての心構えや組織管理、人材育成、関係機関との調整等の内容
④全時期（年間１回程度）トピックス、健康危機管理、地域診断等全般的な内容

都道府県実施 保健所設置市や市町村に勤務する行政栄養士も対象としている自治体が殆ど

①新任期（行政経験年数概ね3 年未満）（年間1～5回）
保健所業務全般、行政栄養士の業務指針、PDCAサイクルに基づく事業企画・実施・評価等

②中堅期（年間1～5回）事業の企画・調整・実施・評価等に関する内容
③管理期（年２回程度）監査業務やマネジメント力を高める等の内容
④全時期（年間1～6回）防災、母子保健、保健業務全般にわたる内容等

①新任期（行政経験年数１年目）（年間2回）
基本計画・健康づくり計画の説明、行政栄養士の役割に関する内容

②全時期（年間1～2回）行政栄養士の役割、行動変容を促す栄養指導、トピックス等

人材育成に関する研修会の実施状況 人材育成体制

保健所設置市実施 保健師やその他の他職種と合同で研修が実施されるケースが多い

特別区実施
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派遣研修

自治体内ｼﾞｮﾌﾞﾛｰﾃｰｼｮﾝ制度

人材育成体制

・入職10年以内に3分野経験
・保健所と本庁の双方経験

・日本公衆衛生協会（政策能力向上ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、DHEAT研修）
・日本栄養士会（新任研修、実務研修、JDA-DATﾘｰﾀﾞｰ研修）
・全国保健所管理栄養士会（スキルアップ研修）
・国立保健医療科学院（健康日本21（第2 次）推進栄養・食生活の施策の企画・調整に関する研修等）
・母子愛育会（地域栄養活動に関する研修）

88自治体

（76.5%)

26自治体（22.6%)

派遣人数は1～2名
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大学院進学支援制度

昇任試験制度

人事交流制度

人材育成体制

・就学費用の一部助成 ・就学部分休業 ・自己啓発等休業

・管理職昇任試験 ・主任昇任試験

・厚労省、他自治体、研究機関等 ・特別区内交流 ・制度あるが実績少

29.6%29.6%

30.4%

27.8%



行政栄養士の人材育成状況まとめ（自治体区分別） 人材育成体制

（13）

（62）

（40）
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・策定済み又は作業中 35.7%

・活用・運用体制整備 65.9%

・業務指針に準拠 85.4%

・運用上課題あり 78.0%

・評価方法あり 68.3%

・研修会実施 53.0%

全数(115)



行政栄養士の人材育成体制まとめ（自治体区分別） 人材育成体制

（13）

（62）

（40）

①昇任試験制度

②人事交流

①派遣研修

②昇任試験制度

①派遣研修

②大学院支援制度
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全数(115)

・派遣研修 76.5%

・ｼﾞｮﾌﾞﾛｰﾃｰｼｮﾝ 22.6%

・大学院進学制度 29.6%

・昇任試験制度 30.4%

・人事交流制度 27.8%



新任期

中堅期

管理期

＊広い視野と洞察力、コミュニケーション
能力、行動力を持って、全て住民が健康
でいきいきと生活できるための健康・栄
養施策を関係者と連携・協働し、効果的
な施策をマネジメントする

行政栄養士の目指す姿

リーダー期

●組織の成果を上げるためのマネジメント
を行う
・自治体の上位計画を見据え、政策化する能力

・高度な連携・調整を行う能力

●上司を補佐し、ジェネラリストとしてスキルを磨く
・地域を理解し、社会資源の開発・活用する能力
・調査研究計画の企画・立案・実施する能力

●自立した専門職として業務を実践し、成果をまとめる
・単独でPDCAサイクルに基づき事業展開する能力
・担当業務をまとめ、成果を発表する能力

●実務の中で指導を受け、基礎知識と 技術を身につける
・指導のもと、行政栄養士の業務の基本を習得する能力
・担当業務を中心に地域を理解する能力

（公社）日本栄養士会公衆衛生事業部 人材育成ガイド（H28.3）



考察

①行政栄養士は常に十分な知識や技術を身につけておくことが必要

②ｷｬﾘｱﾗﾀﾞｰがない、ﾏﾆｭｱﾙやｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの内容や質に対する客観的
な評価が少ないという自治体も多く、自治体の種類や特徴、対人業
務の有無、異動分野の違い等により、研修内容や研修機関に特徴
があることも確認できた。
組織的・計画的な人材確保・人材育成の取り組みが進んでいる

自治体は少なく、その実態も自治体間でかなりの差が生じている。

行政栄養士が個々の到達目標に応じて、職位や業務年数で求めら
れている能力を整理し、その能力が獲得できるよう、関連する仕組み
や環境の整備が求められる。
今回得られた結果をベースとして、新たな人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成
とその運用・展開について検討を進めていく。
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